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Ａ．研究目的

実地疫学専門家養成コース（Field	Epi 

demiology	Training	Program：以下FET 

P）は感染症対策と予防において核とな

る疫学者集団の育成（コアキャパシテ 

ィーの構築）を目的として1999年に国

立感染症研究所感染症情報センター

（現感染症疫学センター）に設立され

た。FETPは2年間感染症対策の基本とな

るサーベイランス業務と評価、アウト

ブレイク対応、リスクアセスメントな

どを中心にon	the	job	trainingを行 

っている。平成28年4月に18期生を迎え

たが、FETP修了生が卒後の進路として

公衆衛生分野にとどまることが少ない

（キャリアパスとして機能していな

い）、自治体からの派遣者が少ない、F 

ETPは無給であり、身分の保証や保険の

サポートなどがなく、活動の制限があ

るなど様々な課題に直面しており、試

験的に自治体派遣者向けの特別プログ

ラム（１年感染研、１年自治体で研修

を行う「１+１研修プログラム」）を開

始した。

今回健康危機管理対応のコアキャパシ

テイー構築という観点からFETPの課題

と改善策について検討した。また、FE 

TPが自治体と国の疫学調査のキャパシ

ティー構築のために有用な存在となる

ための取り組みについても考察した。

なお、FETPは世界70カ国（地域を含む）

以上に設立されており、感染症危機管

理に関して世界的なネットワークを構

築している。

Ｂ．研究方法

平成２７年度までに研修を修了した研

修生の卒後の進路状況について調査し

た。修了生のうち、現在自治体勤務者

へのインタビューを行い、FETPの研修

内容が現行の職務にどの程度役立って

いるか調査した。また、FETPを派遣（３

自治体）あるいはFETPへのアウトブレ

イク調査依頼を行ったことのある自治

体（２自治体）、並びにこれまで全くF

ETPと関わりのない自治体（２自治体）

の関係者にもインタビューを実施しFE

TPの認知度、要望、改善点などについ

て調査した。なお、自治体へのインタ

ビューは共通の質問項目（添付）を用

いた。

（倫理面への配慮）

	 本研究は、動物実験の実施を含まな

い。また、個人情報等を扱う性質のも

のではなく、特段倫理的配慮を必要と

る事項はない。

研究要旨：実地疫学専門家養成コース（Field Epidemiology Training Program：以
下FETP）は感染症対策と予防において核となる疫学者集団の育成（コアキャパシティ 

ーの構築）を目的として1999年に国立感染症研究所感染症情報センター（現感染症疫
学センター）に設立された。間もなく設立後２０年を迎えるFETPに関して国の健康危機

管理対応のコアキャパシティ構築という観点からFETPの現状と課題について評価した。	

自治体におけるFETPの認知度や理解は高く、修了生の半数が新興・再興感染症の疫学調

査に関わるポジションに現在ついており、キャパシティ構築に一定の成果を残してい

る。今後はFETPの特性を保持しつつ、自治体のニーズや現状に対応したプログラムの構

築と修了生のキャリアパスの確立が求められる。
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Ｃ．研究結果 
1)FETP 修了生の状況	

平成２８年１０月現在の FETP 修了生

の進路を調査した（図１）。全修了生６

４名のうち１８名が１４の自治体で勤

務していた。そのうち３つの自治体に

は複数名の修了生が勤務していた。さ

らに、所属先に国立感染症研究所や厚

労省、防衛省など所属組織を新興・再

興感染症の疫学調査に関わる可能性が

ある組織に拡大すると 32 名（50％）の

修了生が所属していることがわかった。	

	

	
	

２）自治体へのインタビュー	

合計７自治体（５都県、１政令指定都

市、１中核市）の感染症担当者にイン

タビューを行った。	

インタビューをしたすべての自治体で

FETP の存在は認識されており、活動内

容のイメージも浸透していた。しかし

派遣を検討している自治体は	

①人を派遣する余裕がない	

②2年間という期間が長い	

③医師以外は派遣できない（保健師を

派遣したい）	

という理由から少なかった。ただし、

FETP へ積極的疫学調査を依頼した自

治体は、再度の調査依頼の検討やスタ

ッフの FETP への派遣を検討している

ことも明らかになった。	

FETP へスタッフを派遣するためには

何が必要か、という問いには	

①人事課や上層部が派遣したいと思わ

せる資料	

②具体的な成果（明確な数字など）	

が必要との回答が多数を占めた。また

実際に派遣できない理由としては	

①自治体に戻ってきても必ずしも感染

症分野だけの経験では不十分（保健所

長コースや衛生指導もできるように）	

②派遣したくても英語、論文、研究と

いった自治体業務とは直接つながりの

ない項目がある	

といった点がハードルになっていた。	

また FETP の修了生を自治体職員とし

て迎える考え、可能性についての質問

に関してはいずれの自治体もポジティ

ブな反応であった。特に保健所長が兼

任を余儀なくされている自治体では卒

後すぐにでも受け入れる準備があると

のコメントがあった。ただし、採用さ

れても必ずしも感染症分野で仕事がで

きる保証はなく、自治体によってニー

ズが異なる（即保健所長～3 年間の研

修期間を経てまで）ことも明白になっ

た。	

	

３）FETP 修了生で自治体勤務者へのイ

ンタビュー	

FETP 修了生で現在自治体に勤務して

いる３名（２名都県、１名中核市所属）

に FETP がキャリアパスとして生かさ

れるための条件についてインタビュー

を行った。ここでも同様に、自治体に

おいては感染症だけを専門で取り組む

保証があるわけでもないという指摘が

あり、保健所の種類（中核、指定、都

道府県の保健所）で勤務内容も異なる

点も強調された。また共通する意見と

して本気で公衆衛生に従事する人物が

求められているというコメントがあっ

た。	

また、今年パイロット的に実施した１

年目感染研、２年目自治体での研修を

行った FETP 生とその自治体関係者に

もインタビューを行った。	

派遣の最も大きなハードルとなってい

る人手不足に関しては１年でスタッフ

が戻ってくるためポジティブな意見が

多かった。ただし、自治体に戻ると自

治体の仕事もあり、周囲や上層部のサ

ポートがないと FETP の活動時間が確

保できないとの感想があった。その他
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研究や論文という成果も大事だが、修

了生への継続したサポートや厚労省、

感染研とのネットワークの維持が

FETP 派遣を自治体が考える一つのセ

ールスポイントであるという意見をい

ただいた。	

	

Ｄ.	考察	

健康危機管理対応のコアキャパシティ

構築という観点からFETPの現状と課題

について評価を行った。	

自治体からのFETPへの派遣者数は少な

いものの、FETP修了生の半数が現在新

興・再興感染症の疫学調査に関わるポ

ジションに就いており、一定の役割は

果たしていると考えられた。	

自治体にはFETPの必要性や役割の理解、

期待すること等はあるが、主に人員不

足、研修期間の長さ（2年）、英語や論

文などのRequirementが派遣のネック

になっていることが明らかになった。

また、FETP派遣の目的やメリットにつ

いて情報が不足している点も判明した。

そこでFETPの目的や研修の概要、応募

資格、これまでの成果などを具体的に

パンフレットにまとめ（添付２）、今

後自治体等に配布していく。	

FETP設立当初とはFETPへの認識、ニー

ズも異なってきており、また自治体を

取り巻く状況も変化していることから

自治体のニーズに応えた研修を既存の

システムの中で構築することが人材確

保に重要であることが今回の調査で明

確となった。そこで、派遣元自治体の

ニーズに合わせたテイラーメイドの研

修プログラム「１＋１ハイブリッドプ

ログラム」の導入を平成２９年度より

開始することとした。ただし、今年度

パイロット的に実施した研修生や自治

体からは問題点も指摘されており、本

プログラム実施の際には事前に自治体

スタッフとの十分な話し合いが必要で

ある。また、修了生からは自治体に戻

ってからFETPの研修が実際の業務で役

立っている点やネットワークを生かし

た情報共有などのポジティブな意見が

得られた。一方で自治体からの派遣者

を増やすことに重きを置きすぎてFETP

の特性を失うことを危惧する意見もあ

り、バランスの重要性が指摘された。	

なお、平成 29 年度より、派遣元のない

FETP 研修生は感染研の非常勤職員とし

て採用されることとなった。この身分（保

険も含む）の付与により国内外の新興感

染症対応を含む健康危機管理への積極

的関与が可能になる。これにより、個人の

能力開発を国内の感染症危機管理対応

の体制整備に直結させることが可能とな

る。修了生が自治体や公衆衛生分野にと

どまるキャリアパスの早期確立が FETP 研

修をさらに国の感染症対策の一環として

機能する要因と考えられる。 

 

Ｅ.	結論	

間もなく設立後２０年を迎える FETP

に関して国の健康危機管理対応のコア

キャパシティ構築という観点から

FETP の現状と課題について評価した。	

自治体における FETP の認知度や理解

は高く、修了生の半数が新興・再興感

染症の疫学調査に関わるポジションに

現在ついており、キャパシティ構築に

一定の成果を残している。しかし様々

な要因が自治体の FETP へのスタッフ

派遣の障害となっており、今後 FETP

の特異性を失わないよう注意を払いつ

つ、柔軟なプログラム内容の変更を行

うことで自治体からの派遣者が増える

よう努めていくことが求められている。	

	

Ｇ.	研究発表	

１.	論文発表	 なし	

２.	学会発表	 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

１. 特許取得 

 特に無し 

２. 実用新案登録 

特に無し 

３. その他 

特に無し 
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添付１	 自治体への質問項目 
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添付２	 FETPのパンフレット（平成２８年度版） 
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